Keishiroh Uchiike, Verjahrung der Haftung aus unerlaubter Handlung -Argumente vom Art. 724 japanisch BGB-, Seibunndoh, (1993) by 関, 義央 et al.
347
【書評】
内池慶四郎『不法行為責任の消滅時効―民法 724 条論―』
成文堂　1993 年
Keishiroh Uchiike, Verjährung der Haftung aus unerlaubter Handlung ―Argumente 
vom Art. 724 japanisch BGB―, Seibunndoh, （1993）
 関　義央
 SEKI Yoshihiro
要旨　本稿の目的は、長年にわたり民法上の時効法を研究されてきた内池慶四郎慶応義塾
大学名誉教授の民法 724 条に関する論稿を集めた著書の紹介である。本書において著者は、
同条に関する多様な争点について先見的な研究をなされている。また、評釈者が注目する
のはその内容だけでなく、各論考が発表された時期である。すなわち、前半期の論考では
主題とされなかった同条後段の 20 年期間についての研究に著者の後半期の研究が費やさ
れている。それは、我が国における同条研究の流れを体現するものであり、著者がその研
究の中心に常に存在したことの証でもある。
１．はじめに
　本書は、長年にわたり民法上の時効法について研究をされている、内池慶四郎慶応義塾
大学名誉教授の数多くの論稿のうち、不法行為責任の消滅時効及び除斥期間について規定
する民法 724 条に関するものをまとめた論文集である1。
　同一問題についての論稿としては、末川博博士の「不法行為による損害賠償請求権の時
効2」が特に著名であり、民法解釈学上―同条前段の３年の短期時効の存在理由や同条後
段の 20 年期間の法的性質や起算点について―多大な影響を及ぼしているが、本書はこの
末川論文以来の上記問題についての本格的研究書であり、なかでも、同条後段についての
研究論文は、当該規定が現在のように裁判上の問題だけにとどまらない社会問題となる以
前に著された先駆的なものも含まれ、著者の先見性にはただ驚くばかりである。
　それに加え、民法 724 条についての本格的な研究書が現状においても不足していること
も踏まえると、本書は当該研究分野において非常に貴重かつ重要な文献であり、研究史上
にその足跡を確実に残した書物と言っても大げさではないであろう。
　本稿では、評釈者のこれまでの研究に多大な影響を及ぼした本書について、以下紹介す
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　
1 内池教授の時効研究に関する著書としては、他に内池慶四郎『出訴期限規則略史―明治時効法の一系
譜―』（慶応義塾大学法学研究会、1968）、同『消滅時効法の原理と歴史的課題』（成文堂、1993）がある。
また、本書出版後の 724 条に関する論稿として、内池慶四郎「近時最高裁判決と民法 724 条後段の二〇
年期間」法研 73 巻 2 号 185 頁以下（2000）がある。
2 論叢 28 巻 3 号、6 号（1932）〔権利侵害と権利濫用（岩波書店、1970）所収、634 頁以下（以下、引
用の頁数は本書のものを使用）〕。
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２．本書の構成
　本書は、８つの論稿からなる。以下、その表題等を明示する。
　① 　「不法行為による損害賠償請求権の時効起算点―被害者における認識の原理とその
限界―」初出・法研 44 巻３号 111 頁以下（1971）。
　② 　「継続的不法行為による損害賠償請求権の時効起算点―被害者認識の仮構と現実―」
初出・法研 48 巻 10 号 1015 頁以下、11 号 1165 頁以下（1975）。
　③ 　「損害賠償請求権の消滅時効」初出・『現代損害賠償法講座１』211 頁以下（日本評
論社、1976）。
　④　「不法行為責任の短期時効と信頼保護の法理」初出・法研 59 巻２号 67 頁以下（1986）。
　⑤ 　「近時判例における民法 724 条後段所定の 20 年期間の問題性―違法買収・売渡処分
関係事例―」初出・法研 59 巻 12 号 111 頁以下（1986）。
　⑥ 　「続・近時判例における民法 724 条後段所定の 20 年期間の問題性―再審無罪判決、
労災職業病、登記過誤その他関係事例―」初出・法研 60 巻２号 73 頁以下（1987）。
　⑦ 　「民法 724 条後段の法意―20 年期間の法的性質について―」初出・法研 64 巻６号
１頁以下、７号 31 頁以下（1991）。
　⑧ 　「不法行為責任の時効起算点とその原理的課題」初出・法研 64 巻 12 号 23 頁以下
（1991）。
　これらの論稿は、ちょうど 20 年という期間の間に発表された論文である。しかし、前
半の 10 年と後半のそれでは主題の置き方が明らかに変化している。すなわち、前半では
民法 724 条前段に規定された３年の短期消滅時効についての研究が主である―上記①から
③論文、時期は若干ずれるが④論文―のに対し、後半の研究では同条後段の 20 年期間が
主題とされている―⑤論文から⑧論文―。これは、著者も本書で指摘されている通り3、
そもそも民法 724 条の研究は、同条前段については大審院より多数の判例が集積しており、
学説上もこれに対応して研究が進展していったのに対し、同条後段については具体的に問
題となった事例がはなはだ少なく、当該問題自体がいわば「概念論争的」、「講壇的」であっ
たのが、1970 年代より裁判上争点化され、具体的に問題となってきたことに起因するも
のであろう。
　もっとも、本書において著者は、同条後段について、後記３でみるように①論文の段階
から今日の学説に大きな影響を及ぼす論陣を張っており、その意味で将来の判例の動向や
議論を見越したような著者の研究は、その手法も含め、後出の者にとって大いに参考にな
るものと思われる。
３．本書の主張
　では、続いて本書における著者の主張や見解を紹介する。
　　　　　　　　　　　　　　　　
3 本書 181 頁以下参照。
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⑴　民法 724 条前段の存在理由
　著者は、上記①論文において、後述⑶について検討する上で、３年の短期消滅時効の制
度目的を明らかにすることの必要性を説く4。そして、末川博士が既述の論文において、「加
害者を知ってから３年も経てば、まずどんな忿懣の情も解けてしまう5」として、被害者
の主観における感情的な要素から当該短期消滅時効の存在理由を導くのに対し、著者は、
賠償請求権それ自体の成立と消滅は被害者の認識・感情の有無とは無関係であるとして、
「時効起算点そのものを根拠づける上で被害者の主観に存する感情的要素を決定的なもの
とみることは正しいけれども、かかる被害者側の主観性から直ちに一定期間後の権利消滅
を導き出すことには論理の飛躍がありはしないだろうか6」と疑問を呈する。
　その上で、著者は「民法 724 条の短期時効は権利行使の可能性を現実に知りながら請求
しなかった被害者の態度に対する賠償義務者の正当な信頼を保護することにその本旨があ
り（その結果たる請求権消滅は、権利の上に眠れる者としての被害者が負担する危険であ
る）、起算点はその信頼の基礎たる被害者の主観的態容たる請求権存在の認識を意味し、
３年の期間はその信頼を正当化する時間的限界を定めたものと理解するべき7」と述べる。
⑵　民法 724 条前段の法的性質
　この点につき、著者は通説と同じく「消滅時効」との見解を採るものと思われるが、上
記③論文では、既述３⑴の著者の見解からみると３年期間は損害賠償請求権が客観的に存
在していること前提としてその権利行使を枠づけた制度ということになり、一定時点から
将来に向かって権利行使を限界づけるという構造であることから、この短期消滅時効は時
効という法技術を採りながらも、その実質はむしろ「除斥期間」に近い8 という興味深い
見解を披露する。
⑶　民法 724 条前段の起算点
　上記①論文で著者は、使用者責任による損害賠償請求権における 3 年の短期消滅時効に
起算点に関して、被害者が損害および加害者を知るという主観的かつ具体的認識態容に、
使用者の事業執行につき不法行為がなされたという「一般人の判断するに足りる事実をも
認識すべし」という枠をかけることの疑問を提示し、「被害者の認識は、被害者自身の現
実かつ具体的の認識たることを要し、しかもその認識において被害者の要件事実の認識と
法的判断とは不可分に結び付」くとし、被害者の認識対象は、「通常不法行為の請求を基
礎づけるに足りる全要件事実―権利侵害・行為の違法性・有責性・因果関係―に及」び、
「損害及び被害者」という文言はこれらを覆う一括した表現と解する9。
⑷　民法 724 条後段の法的性質
　著者は、既に上記①論文において、724 条の制度的沿革やその文言などから同条後段の
　　　　　　　　　　　　　　　　
4 本書２頁。
5 前掲注２　648 頁。
6 本書 34 頁。
7 本書 36 頁。
8 本書 127 頁。
9 本書 39 頁。
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法的性質は「消滅時効」であると主張し、中断・停止規定の適用も肯定されていた10。
　その後、上記⑤、⑥論文で検討した、除斥期間説を採用する裁判例の「決算的11」な判
例が 1989 年に登場する12 と、著者は除斥期間説について、上記⑦論文で詳細な学説史の
検討を行い13、判例が同条の趣旨として、「法律関係の速やかな確定」を謳いながら、３
年期間を中断・停止規定の適用のある消滅時効と解し、その起算点を主観的で浮動性のあ
るものに設定したこととの矛盾をはじめ、除斥期間の多義性など除斥期間説の判例・学説
につき多くの問題点を提示する14。
⑸　民法 724 条後段の起算点
　この点についても、今日裁判上問題となる以前の上記①論文で、著者は、「不法行為」
を「加害行為」と理解する末川説を代表とする当時の通説に対し、「加害行為後 20 年を経
て損害が発生したような場合には、賠償請求権が発生する余地がない15」などの理由を挙
げ、「不法行為とは、損害発生を含む全要件すなわち賠償請求権の成立を意味する16」と
述べる。そして、上記⑧論文では、権利行使可能性こそが起算点として決定的なものであ
り、それを媒介として行為時起算説と損害時起算説は次第に接近し、やがて収斂する可能
性を指摘している17。
⑹　民法 724 条前段と後段の関係
　著者はまず上記①論文で、被害者の主観性に支配された短期消滅時効では時効が完成し
ない場合などがあり、そこで被害者の主観をはなれた独自の原理に支えられた制度として
20 年期間が問題となるという両者の関係性を指摘する18。
　その後、上記⑦論文では 20 年期間こそが原則的な時効期間であり、３年期間はその特
則であると解する。そして、これらは、それぞれ独立して扱われ、競合・重複する場合も
当然考えられるとし、援用・中止・停止などは同様に扱われるべきだとする19。
４．本書への評価
　以上のような著者の見解は多くの示唆に富むものである。以下に評釈者の研究に関連す
る点について若干の感想を述べたい。
　本書刊行後、近時の判例は除斥期間説を採用した上記 1989 年の判例を維持しつつも、
人の生命・身体・健康への被害に基づく損害賠償請求事例―その多くが国賠訴訟―におい
　　　　　　　　　　　　　　　　
10 本書 51 頁以下。
11 本書 274 頁参照。
12 最判平成元年 12 月 21 日民集 43 巻 12 号 2209 頁。
13 本書 254 頁以下。
14 本書 274 頁以下。
15 本書 53 頁。
16 本書 53 頁以下。
17 本書 321 頁。
18 本書 50 頁。
19 以上、本書 287 頁以下。
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て、実質的にはその効力を制限する解釈をすることで被害者救済を図ってきた。その代表
的な救済方法としては、筑豊じん肺訴訟国賠関係上告審判決20 などにみられる民法 724 条
後段の起算点解釈である。これは著者のいう行為時起算説と損害時起算説の併存を認めた
ものであるが、その背景には権利行使可能性、更には信義則というものが存在すると思わ
れる。この点で、著者が既に上記⑧論文において行為時起算説と損害時起算説の接近を権
利行使可能性を媒介に説いていたことは評釈者が最も驚愕した点であった。
　一方、３年期間と 20 年期間が完全に独立して適用されることは、理論上は可能として
もそれによる不合理はないのであろうか。例えば、著者が指摘する通り21、20 年期間の満
了直前に３年期間の進行が開始し、その結果、20 年を超えて３年時効により権利保護が
延長することを制限するために 20 年期間の独自性を認めるという見解は成り立ち得るが、
20 年期間のうち、進行開始から 17 年の間に３年期間の進行が開始した場合に 20 年期間
の独立した適用を認める合理性は果たしてあるのだろうか。両者の関係については松久
三四彦教授の注目すべき見解22 もあり、評釈者も今後検討をしたい。
５．結びにかえて
　以上で、甚だ簡略ではあるが、本書の紹介を終える。
　繰り返しになるが、著者の先見的な研究には驚くばかりである一方、評釈者が注目する
のはその内容だけでなく、各論考が発表された時期である。すなわち、前半期の論考では
主題とされなかった同条後段の 20 年期間についての研究に著者の後半期の研究が費やさ
れている。それは、我が国における同条研究の流れを体現するものであり、著者がその研
究の中心に常に存在したことの証でもある。
 （せき・よしひろ　本研究科博士後期課程・大東文化大学非常勤講師）
　　　　　　　　　　　　　　　　
20 最判平成 16 年 4 月 27 日民集 58 巻 4 号 1032 頁。
21 本書 292 頁以下。
22 松久三四彦「民法 724 条の構造―一期間二起算点の視角―」星野古希『日本民法学の形成と課題下』
993 頁（有斐閣、1996）。
